


 ～事業主の皆さまへ～ 

   
 
福岡県では、県内市町村と共同して、給与所得者（従業員）の方々の納税の利便性の

向上と税負担の公平性を図るため、個人住民税の特別徴収を実施されていない事業主の

方々に対して、「特別徴収」への切り替え促進を図る取組を行っています。 
 

 

 

 

 

 

 

  地方税法第３２１条の４及び各市町村条例の規定により、事業主（給与
支払者）で、所得税の源泉徴収を行う義務のある方は、原則として個人住

民税の特別徴収義務者として従業員の個人住民税の特別徴収をしていただ

くことになっています。（事業者や従業員の意思で「特別徴収」か「普通

徴収」かを選択することはできません。） 
             

特別徴収制度とは・・・ 
 事業主（給与支払者）が、所得税の源泉徴収と同じように、個人住民税の納税

義務者である従業員（給与所得者）に代わって、毎月の給料から個人住民税（市

町村民税＋県民税）を天引きし、従業員の居住する市町村に納入する制度です。

 
従業員の方にと

ってたいへん便

利な制度です。 

 
個人住民税の特別徴収制度は、 
① 従業員の方が自分で金融機関等に納税に行く

手間が省けます。 
② 納め忘れがなくなるので、滞納となって延滞金

が発生する心配がなくなります。 
③ 毎月の給与天引き（年１２回払い）になるので、

１回当たりの税負担額が少なくなります。 
（普通徴収は年４回払い） 

 
事業所に対して

個人住民税の税

額決定通知を市

町村から送りま

す。 

 
所得税と違って、従業員の税額計算は市町村で行

い、５月中旬に従業員ごとの特別徴収税額を通知し

ます。 
この通知に記載された金額（月額）を、６月以降、

それぞれの従業員給与から毎月天引き（特別徴収）

し、各市町村に納入してください。 



★ 特別徴収事務の流れ（手続き） 

 

・ １月初旬 給与支払報告書を従業員の住所地市町村に提出する際、「総括表」 

に「特別徴収」と記載してください。 
 

・ ５月中旬 従業員の住所地市町村から、従業員ごとの特別徴収税額の決定通知 

書（事業所用、従業員用）、納付書などが送付されます。（従業員

用の税額の決定通知書は該当従業員に渡してください。） 
 

・ ６月  従業員の６月分給料から天引きを開始します。（翌年５月まで） 

 

・ ７月１０日 従業員の６月分給料から天引きされた個人住民税は、給料支給翌月 
の１０日までに、（５月に市町村から送付された）納付書により、 
金融機関等から該当市町村に納入してください。（毎月実施） 

 

 

                       

    従業員                  事業者                     市町村 
（納税義務者）       （特別徴収義務者） 
 

 

【個人住民税の特別徴収についてのＱ＆Ａ】 
 

 

 

 

 

 
 Ａ） 地方税法には「納税義務者（給与所得者）に対しては特別徴収の方法によって 

て徴収するものとする」（同法第３２１条の３）、「所得税を徴収して納付する 
義務がある事業所（給与支払者）に対して特別徴収義務者に指定し、これを徴収 
させなければならない」（同法第３２１条の４）と規定されています。 

    これに基づき、平成２３年度から県と市町村が一体となり、給与所得者（従業 
員）の納税の利便性を図るため、特別徴収制度の徹底を図ることとしたものです。 

③特別徴収額の通知 

（５月３１日まで） 

④給与からの天引き 

（６月～翌年５月） 

①給与支払報告書の提出 

 （１月３１日まで） 

②特別徴収額の通知 

 （５月３１日まで） 

 ⑤税の納入 

（給与支払月の 

翌月１０日まで） 

Ｑ１） これまで事業所の意思で、特別徴収か普通徴収の選択ができていたの

に、なぜそれができなくなったのですか。 



 

 

 
 
 Ａ） 平成１９年度に国から地方に税源移譲があり、所得税が減額され、個人住民税 

が増額されました。給与所得者のうち、特別徴収になっている方は給料天引きの 
ため、滞納されることはありませんが、普通徴収（自ら年４回納付）になってい 
る方は税額が増加したため税の負担が大きくなり、滞納が増加しております。 

    この結果、個人住民税の滞納額が大幅に増加し、税財源に大きく影響を及ぼし 
ている状況です。 

    このため、普通徴収になっている給与所得者の方を特別徴収に切り替えること 
によって、滞納の防止と税負担の公平性を図ることとしたものです。 

 
 
 
 
 
 

 Ａ） 地方税法や市町村条例には、「給与所得者に対しては特別徴収の方法で徴収す 
るもの」、「市町村は所得税を徴収する義務を有する事業所に対して特別徴収義 
務者に指定し、徴収しなければならない」と規定されていますので、個人的な希 
望による選択はできません。事業所は特別徴収義務者の指定を受けていますので、 
従業員からは特別徴収をしていただくようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

Ａ） 地方税法上（第３２１条の３）、「納税義務者が前年中において給与の支払を 
 受けた者であり、かつ、当該年度の初日に給与の支払を受けている者である場合」 
は特別徴収の対象となりますが、次の場合は特別徴収はできませんので、市町村 
にお申し出願います。 

    ・他の事業者から支給される給与から個人住民税が特別徴収されている。 

    ・従業員が退職したため、翌年度からの特別徴収ができない。 

    ・個人住民税額が給与の支払額よりも多いため、特別徴収できない。 

    ・給与が毎月支給されない。 

        その他、特別徴収による納税が著しく困難と認められる場合は普通徴収の方法 
によることとされます。 

 
 

Ｑ２） なぜ、特別徴収制度の徹底を図ることにしたのですか。 

Ｑ３） 従業員から「普通徴収で良いので、そのままにしてもらいたい。」と

要望されているのですが、どうすればよいのですか。 

Ｑ４） パートやアルバイト等すべての従業員から特別徴収をすることになる

のですか。 



 

 

 

 

 

Ａ） 地方税法上（第３２１条の２）では特別徴収義務者（給与支払者）の事務所、 
事業所等で給与を受ける者が常時１０人未満である場合には、市町村長の承認を 
受けて、特別徴収税額（毎月の給料天引き分）を年２回に分けて納入することが 
できます（「小規模事業者に係る特別徴収税額の納期の特例」という。）ので、 
該当する場合は関係市町村にご相談ください。 

 【納入時期】 

  ・６月～１１月の給料天引き分 → １２月１０日までに納入（１回目） 

    ・１２月～翌日５月の給料天引き分 → ６月１０日までに納入（２回目） 

 

 

 

 

 

Ａ） 従業員の方が年度途中で退職されたり、休職されたりして給与からの天引きが 
 できなくなった場合は、速やかに所定の異動届出書を関係市町村に提出してくだ 
さい。関係市町村から特別徴収税額の変更通知書をお送りします。 

 

 

 

  お問い合わせ先   ●  各市町村個人住民税担当課（手続きに関すること） 
                           ●  福岡県税務課（制度に関すること） 
               （特別徴税班 ℡０９２－６４３－３０４９） 
 

 

Ｑ５） 従業員から預かった個人住民税の市町村への納入は、毎月行うのです

か。 

Ｑ６） 従業員が年度途中で退職したりした場合はどうするのですか。 


